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○ 単位認定・卒業等の規定 

（旧）北海道立江差高等看護学院 

単位の認定、卒業等の取扱いに関する規程 
（旧）試験の取り扱い 

（新）北海道立江差高等看護学院 

単位の認定、卒業等の取扱いに関する規程 
備考 

（趣旨） 

第１条 北海道立江差高等看護学院学則（以

下「学則」という。）第19条、第20条の規定

に基づく、単位の認定、卒業等に関して必要

な事項を定める。   

（単位の認定） 

第２条 学則第 19 条の規定により、単位の

認定は学科試験及び臨地実習の成績により

行う。 

２ 卒業を認定されるために必要な授業科

目の単位合計数は、学則別表（第５条関係）

の欄に規定する単位数に従い、102 単位とす

る。 

 （趣旨） 

第１条 北海道立江差高等看護学院学則（以下「学則」という。）

第19条、第20条の規定に基づく、単位の認定、卒業等に関して

必要な事項を定める。   

 

・「単位認定等規

定」に「試験時の不

正行為」の取扱を

加え、「試験の取り

扱い」は廃止する 

・学則に記載され

ている文言を削除 

（評価を受ける資格） 

第３条 当該授業科目の講義（演習を含

む。）、実験、実習及び実技について出席すべ

き時間数の３分の２に達しない者は、当該授

業科目の評価を受けることができない。 

２ 正当な理由により所定の時間数に満た

ない者については、当該授業科目の担当講師

が成業の見込みがあると認めた者に限り、補

習等により評価を受けることができる。 

３ 補習を受けようとする場合は、別記第１

号様式により学院長に補習の実施を願い出

なければならない。 

４ 前項第３条第２項の欠席が正当な理由

と認められるのは、おおむね次の者とする。 

（１）疾病のためやむを得ず欠席した者 

（２）災害等の不測の事態によりやむを得ず

欠席した者 

（３）学院長が欠席を認めた者 

１ 試験を受けられる条件 

１)出席時間について 

（１）試験は履修科目の開講時間を出席し

たものが受けられる。 

講義30時間は20時間以上 

15時間は10時間以上 

実習45時間は30時間以上 

90時間は60時間以上 

（２）出席時間が不足している場合は「単

位の認定、卒業等の取り扱いに関する規

程」ｐ13を参照してください。 

 ２）遅刻について 

（１）試験開始の3分の1以内に入室でき

た場合は受験ができる。 

 ＊試験時間 90 分→30 分  45 分→15

分 

 ・学則に記載され

ている文言を削除 

・補習実習の項目

は追試験の項目と

あわせて記載 

資料１－１ 
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（旧）北海道立江差高等看護学院 

単位の認定、卒業等の取扱いに関する規程 
（旧）試験の取り扱い 

（新）北海道立江差高等看護学院 

単位の認定、卒業等の取扱いに関する規程 
備考 

（学科の評価方法） 

第４条 学科成績の評価は、筆記、口述又は

実技その他の方法により行う。 

２ 学科試験は、各科目の所定の授業終了後

に行う。 

３ 試験の期日は、試験実施の２週間前まで

に掲示することを原則とする。 

４ 試験の実施については、別に定める。 

（臨地実習の評価方法） 

第５条 臨地実習成績の評価は、実習の取り

組み状況、実習記録等から各実習科目の担当

講師が行う。  

２ 評価は実習終了後に行う。 

２ 試験の種類 

１)試験は筆記試験、レポート、実技試験、

口頭試問があります。シラバスの評価方法

を参照する。 

２)実習は実践及び提出物で評価します。実

習要項の評価方法を参照する。 

（学科の評価方法） 

第２条 学科試験は、筆記、口述又は実技その他の方法により行

う。 

２ 学科試験は、各科目の所定の授業終了後に行う。 

３ 試験の期日は、試験実施の２週間前までに掲示することを原

則とする。 

 

（臨地実習の評価方法） 

第３条 臨地実習成績の評価は、実習の取り組み状況、実習記録

等をもとに、実習評価表に基づいて実習終了後に行う。 

文言整理 

（成績評価の基準） 

第６条 授業科目の成績は100点を満点とす

る点数又はＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄで行う。60点以上

又は、Ａ、Ｂ、Ｃを合格とし、60点未満又は

Ｄを不合格とする。 

２ 前項の点数及びＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄとの関係

は、次のとおりとする。  

    80点以上           Ａ 

    70点以上80点未満   Ｂ 

    60点以上70点未満   Ｃ 

    60点未満           Ｄ 

 （成績評価の基準） 

第４条 授業科目の評価は100点を満点とする点数又はＡ、Ｂ、

Ｃ、Ｄで行う。60点以上又は、Ａ、Ｂ、Ｃを合格とし、60点未満

又はＤを不合格とする。 

２ 前項の点数及びＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄとの関係は、次のとおりとす

る。  

    80点以上           Ａ 

    70点以上80点未満   Ｂ 

    60点以上70点未満   Ｃ 

    60点未満           Ｄ 

文言整理 

（再試験及び再実習） 

第７条 学則第 19 条第７項の規定により、

学科試験又は臨地実習の成績が合格に達し

ない者は、別記第２号様式、別記第３号様式

により学院長に再試験又は再実習の実施を

願い出なければならない。 

２ 再試験及び再実習を受け、合格した者は

60点とする。 

３)試験は当該科目が終了した２週間後に

行われる本試験と本試験が不合格だった場

合の再試験があります。再試験の受験方法

は「単位の認定、卒業等の取り扱いに関す

る規程」ｐ13を参照する。 

（再試験及び再実習） 

第５条 学則第 19 条第７項の規定により、学科試験又は臨地実

習の成績が合格に達しない者は、別記第２号様式、別記第３号様

式により学院長に再試験又は再実習の実施を願い出なければな

らない。 

２ 再試験及び再実習を受け、合格した者は60点とする。 

３ 再試験・再実習は原則１回に限り受験することができる。 

 

 

 

 

 

 

参考：衛生学院規

程 
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（旧）北海道立江差高等看護学院 

単位の認定、卒業等の取扱いに関する規程 
（旧）試験の取り扱い 

（新）北海道立江差高等看護学院 

単位の認定、卒業等の取扱いに関する規程 
備考 

（追試験） 

第８条 学則第 19 条第８項の規定により、

正当な理由により学科試験を欠席した者が

追試験を受けようとする場合は、別記第４号

様式により学院長に追試験の実施を願い出

なければならない。 

２ 前項の欠席が正当な理由と認められる

のは、本規程第３条第４項に該当する者であ

る。 

３ 追試験は、60点以上を合格とする。 

４)本試験をやむを得ない理由で欠席した

場合の追試験があります。追試験の受験資

格は「単位の認定、卒業等の取り扱いに関

する規程」ｐ13を参照する。 

（追試験・補習実習） 

第６条 学則第 19 条第８項の規定により、正当な理由により学

科試験を欠席した者が追試験を受けようとする場合又は臨地実

習の出席時間が３分の２に達しない者が補習実習を受けようと

する場合は、別記第４号様式により、学院長に追試験又は補習実

習の実施を願い出なければならない。 

２ 前項の欠席が正当な理由と認められるのは、おおむね次の者

とする。 

（１）疾病のためやむを得ず欠席した者 

（２）災害等の不測の事態によりやむを得ず欠席した者 

（３）学院長が欠席を認めた者 

 

参考：衛生学院規

程 

（単位の授与） 

第９条 学則第 19 条の規定により単位の認

定に当たり、会議（以下「単位認定会議」と

いう。）をもって単位を認定し授与する。 

２ 前項の単位認定会議の構成員は、学院

長、副学院長、教務主幹、事務長、教務主査、

講師とし、必要に応じ当該授業科目の担当講

師を加えることができる。 

３ 履修した授業科目の成績評価が 60 点以

上の者について単位の授与を行う。 

４ 前項の規程により、単位を授与されなか

った者については、当該授業科目について再

履修できる。 

５ 前項の規程により再履修しようとする

者は、別記第５号様式により学院長に再履修

を願い出なければならない。 

 （単位の授与） 

第７条 学則第19条の規定により単位の認定に当たり、会議（以

下「単位認定会議」という。）をもって単位を認定し授与する。 

２ 前項の単位認定会議の構成員は、学院長、副学院長、教務主

幹、事務長、教務主査、講師とし、必要に応じ当該授業科目の担

当講師を加えることができる。 

３ 履修した授業科目の評価が 60 点以上の者について単位の授

与を行う。 

４ 前項の規程により、単位を授与されなかった者については、

当該授業科目について再履修できる。 

５ 前項の規程により再履修しようとする者は、別記第５号様式

により学院長に再履修を願い出なければならない。 

 

（卒業の認定） 

第10条 学則第20条の規定により卒業の認

定に当たり、会議（以下「卒業認定会議」と

いう。）をもって卒業を認定する。 

２ 前項の卒業認定会議の構成員は、学院

長、副学院長、教務主幹、事務長、教務主査、

講師とし、必要に応じ当該授業科目の担当講

 （卒業の認定） 

第８条 学則第20条の規定により卒業の認定に当たり、会議（以

下「卒業認定会議」という。）をもって卒業を認定する。 

２ 前項の卒業認定会議の構成員は、学院長、副学院長、教務主

幹、事務長、教務主査、講師とし、必要に応じ当該授業科目の担

当講師を加えることができる。 
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（旧）北海道立江差高等看護学院 

単位の認定、卒業等の取扱いに関する規程 
（旧）試験の取り扱い 

（新）北海道立江差高等看護学院 

単位の認定、卒業等の取扱いに関する規程 
備考 

師を加えることができる。 

 ４ 評価対象外となる場合 

１）レポート・課題及び実習記録を指定期

日・時間までに未提出 

２）不正行為並びに不正と疑われる行為 

 （１）カンニング 

 （２）レポート・課題及び実習記録の盗用 

【第三者委員会意見：一般的にレポートの

使い回しには重いペナルティがあり、当該

科目を不合格とする場合や当該年度の全単

位を不合格とする場合があり、学校ごとに

定めている。江差高看の根拠「試験の取り

扱い」は制定過程が不明でありそこまで効

力があるか疑問】 

（試験時等の不正行為） 

第９条 

試験において不正な行為をすること又は他人が作成したレポー

ト等（電子ファイル含む）を複写して自分のレポート等として提

出することは認められない。不正行為をした者は、当該授業科目

は不合格とする。 

 

 

 

 

 

 

（科目履修の条件等） 

第10条 

必要な科目履修の条件、各種願の提出方法等は別に定める。 

カンニング、レポ

ート盗用は該当科

目を不合格とする

ことを規定に明記

する。ただし、再試

験受験資格は与え

る（旭川・網走高看

参考）。 

（懲戒対象となる

かは別途協議） 

「履修要領」との

関連を整理 

附 則 この規程は、平成 10 年４月１日か

ら施行する。 

附 則 この規程は、平成 15 年４月１日か

ら施行する。 

附 則 この規程は、平成 21 年４月１日か

ら施行する。 

附 則 この規程は、平成 22 年４月１日か

ら施行する。 

附 則 この規程は、平成 24 年４月１日か

ら施行する。 

附 則 この規程は、平成 28 年４月１日か

ら施行する。 

（以下はオリエンテーションで説明） 

３ 試験の方法 

１）試験は、原則として当該学年の教室で

行います。 

２）受験者は、試験開始5分前までに教室

に入室する。 

３）試験に遅刻した場合は、教室の後ろか

ら入室し着席する。 

４）試験時間の3分の2を経過しなければ、

教室から退室はできません。 

 ＊試験時間 90分→60分 45分→30分 

  ＊退室するときは、以下の通りとする。 

①学籍番号・氏名が書かれているか確認し、

回答用紙を裏返す。 

②問題用紙は指示の通りとする。 

③後ろのドアから静かに退室する。 

  ※退室後の再入室は禁止とします。 

４）受験者は、黒板に向かって右側から学

      附 則 

 この規程は、平成10年４月１日から施行する。 

      附 則 

  この規程は、平成15年４月１日から施行する。 

      附 則 

  この規程は、平成21年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この規程は、平成22年４月１日から施行する。 

   附 則 

この規程は、平成24年４月１日から施行する。 

   附 則 

この規程は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和４年４月１日から施行する。 
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（旧）北海道立江差高等看護学院 

単位の認定、卒業等の取扱いに関する規程 
（旧）試験の取り扱い 

（新）北海道立江差高等看護学院 

単位の認定、卒業等の取扱いに関する規程 
備考 

籍番号順に着席する。 

５）机は一人机とし、適当な間隔をおいて

着席する。（1つ1つ離すこと） 

６）机の上には筆記用具及び指定・許可さ

れたもの以外は置かない。 

７）テキスト類は教室後ろに長机を用意し、

整頓して置く。 

＊試験に必要のないものは各自のロッカー

に入れる。 

８）受験に関しては試験監督者の指示に従

う。 

９）質問がある時は声を出さずに挙手をす

る。 
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○ 懲戒規定の見直し 

（旧）北海道立江差高等看

護学院 懲戒に関する規程 

(旧)北海道立江差高等看護学

院 厳重注意等に関する規程 
（新）北海道立江差高等看護学院 懲戒に関する規程 備考 

（趣旨） 

第１条 北海道立江差高等

看護学院学則（以下「学則」

という。）第18条の規定に基

づき、懲戒に関し必要な事項

を定める。 

（趣旨） 

第１条  この規程は、北海道

立江差高等看護学院懲戒に

関する規程第２条に定める 

懲戒とは別に行う教育的指

導の措置（厳重注意及び注意

（以下「厳重注意等」とい 

う。））に関し必要な事項を定

める。 

（趣  旨） 

第１条 北海道立江差高等看護学院学則（以下「学則」という。）第 18 条の規定に基づき、懲戒に関

し、必要な事項を定める。 

 

・懲戒と厳

重注意規定

をひとつに

整理 

・懲戒の内

容、決定方

法等詳細を

記載する 

  （懲  戒） 

第２条 懲戒は、江差高等看護学院に在学中の学生が在学中に学則第18条に定める懲戒の対象となる

行為を行った場合に、本学院における学生の本分を全うさせるため、教育的配慮の上行うものとする。 

２ 懲戒は、懲戒の対象となる行為の態様、行為の結果がもたらした第三者に与えた影響及び行為の

背景にある事情等を総合的に検討し行う。 

３ 懲戒により学生に課す不利益は、懲戒目的を達成するために必要最小限のものでなければならな

い。 

（懲戒の対象とする期間） 

第３条 懲戒は、入学後、本学院に学籍を有する期間に行われた行為を対象として行う。 

（懲戒の対象とする行為） 

第４条 懲戒の対象とする行為は、次の各号に掲げるものとする。 

（１）犯罪行為 

（２）重大な交通法規違反 

（３）ハラスメント行為 

（４）情報倫理に反する行為 

（５）学生の学習及び教職員の教育活動等の正当な活動を妨害する行為 

（６）正当な理由なく学校に出席しない行為 

（７）試験等における不正行為 

（８）本学院の定める規程及び規程を根拠とする規範により学生が遵守すべき事項に違反する行為 

（９）その他学生の本分に違反する行為 

（旭川高看

参照） 

 （懲戒の種類） 

第２条 学則第 18 条の規定

により、学院長は諸規程に違

 （懲戒の内容） 

第５条 学則第18条に定める懲戒の内容は、次の各号に掲げる種類の区分に応じ、当該各号に定める

とおりとする。 

（旭川高看

参照） 

資料１－２ 
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（旧）北海道立江差高等看

護学院 懲戒に関する規程 

(旧)北海道立江差高等看護学

院 厳重注意等に関する規程 
（新）北海道立江差高等看護学院 懲戒に関する規程 備考 

反する行為があると認めら

れる学生又は学院の秩序を

乱した学生に懲戒を加える

ことができる。 

２ 前項の懲戒は、次のとお

りとする。 

（１）訓告 

（２）停学 

（３）退学 

（１）訓告は、学生の行った行為の責任を確認した上で、その将来を、書面により戒めるものとする。 

（２）停学は、停学によって成業の見込みがあると認められる学生に対して、学生の教育課程の履修及

び課外活動等を一定の期間（1日以上６か月以下）において停止するものとする。 

（３）退学は、学生としての身分を剥奪するものとする。 

（懲戒の決定） 

第３条 学院長は、懲戒に関

する事項を厳正かつ慎重に

審議決定するために臨時会

議を招集することができる。 

２ 前項の会議の構成員は、

学院長、副学院長、教務主幹、

事務長、教務主査、講師とす

る。 

３ 懲戒の決定は、教育的効

果を期待し提示により学生

に公示する場合がある。 

【第三者委員会意見：訓告処

分相当で氏名を公示するこ

とへの教育効果は疑問、新た

なペナルティを科している】 

（懲戒の方法） 

第４条 懲戒は、次の方法で

行う。 

（１）訓告は、その程度によ

り学院長又は副学院長によ

って行われ指導するものと

する。 

（２）停学は、期間を定め、

主として自宅謹慎により指

 （事実関係の調査） 

第６条 教員は、懲戒の対象となる行為又はその疑いがある行為が生じたと認める時は、遅滞なく当

該学生に対する事情聴取等の調査を行い、事実関係を確認する。 

２ 前項の調査にあたり、教員は学生に対して、要旨を口答又は文書で告知し、当該事実に関する聴聞

の機会を与えなければならない。この場合において、告知した当該学生の保護者が希望する時は、当該

保護者にも聴聞の機会を与えなければならない。 

３ 前項の規定にかかわらず、懲戒の対象となる行為が重大犯罪であり、かつ学生が当該犯罪をした

ことが明白であると認められる等特段の事情がある場合は、告知を省略し、聴聞の機会を与えないこ

とができる。 

（緊急の措置） 

第７条 学院長は、当該学生が第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害する明白かつ具体的な

差し迫った危険があると認める時は、当該学生に対して、相当な期間の出席停止、登校禁止、特定の人

物に対する接触禁止等の命令をすることができる。 

（懲戒の決定） 

第８条 学院長は、懲戒に関する事項を厳正かつ慎重に審議決定するために、会議を招集することが

できる。  

２ 会議は、学院長、副学院長、事務長及び教務主幹、教務主査、講師並びに学院長が特に指定した者

をもって構成する。 

３ 事実関係の調査結果の報告を受け、懲戒が相当であると判断したときは、懲戒内容を決定する。 

（懲戒の方法） 

第９条 学院長は、学生に対し懲戒通知書(別記第●号様式)により通告する。 

２ 懲戒の方法は、次のとおりとする。 

（１）訓告は、学院長又は副学院長によって行われ指導するものとする。 

（２）停学は、保護者又は保証人を召喚し学生同席の上、学院長によって行われ指導するものとする。 

（３）退学は、保護者又は保証人を召喚し学生同席の上、学院長によって行わるものとする。 

（旭川高看

参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学院長が特

に指定した

もの：本庁

担当者、弁

護士等 
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（旧）北海道立江差高等看

護学院 懲戒に関する規程 

(旧)北海道立江差高等看護学

院 厳重注意等に関する規程 
（新）北海道立江差高等看護学院 懲戒に関する規程 備考 

導を行うものとする。 

（３）退学又は停学は、保護

者又は保証人を召喚し学生

同席の上、学院長によって行

われ指導するものとする。 

（４）懲戒処分を受けた者に

ついては、学院長に始末書を

提出させ反省を促すものと

する。 

【第三者委員会意見：懲戒処

分を受けた者にさらに始末

書を提出させる規定自体問

題】 

３ 学院長は、学生の保護者又は保証人に対し懲戒の内容を文書により通知する。 

４ 当該学生が懲戒通知書の交付に応じない時、または懲戒通知書を交付することが困難な事情があ

る時は、当該学生が本学院に届けた住所又は現在の居住先に懲戒通知書を発出することによって懲戒

を行うことができる。 

５ 懲戒は、当該学生に対して懲戒内容を文書で通告した日から発効する。 

６ 懲戒の決定は、教育的効果を期待し、掲示により公示（別記第●号様式）する場合がある。ただ

し、学生の氏名及び学籍番号は明記しない。 

（懲戒に関する記録） 

第10条 懲戒の事実は学籍簿に記録する。ただし、学院が発行する各種証明書等にはその内容を記載

しない。 

 

 

 

 

（札医大参

照） 

  （不服申立て） 

第11条 懲戒を課せられた学生は、懲戒の通告日から、30日以内にその懲戒に対する不服申立てを行

うことができる。 

２ 不服申立てを行おうとする学生は、不服申立書（別記第●号様式）を学院長に提出しなければなら

ない。 

（不服申立審査委員会） 

第12条 学院長は、前項の不服申立てに基づき、不服申立審査委員会（以下「委員会」という。）を設

置する。 

２ 委員会は、事務長、教務主幹、教務主査及び講師で構成する。 

３ 委員会は、学生から提出された不服申立書に基づき審査を行う。 

４ 委員会は、懲戒の内容が相当であると判断した場合は、不服申立ての却下を求める旨の勧告を学

院長に行う。 

５ 委員会は、懲戒の内容が相当でないと判断した場合は、懲戒の取り消し又は変更を求める勧告を

学院長に行う。 

６ 学院長は、前２項の勧告を受けた場合、その取扱いについて不服申立てをした学生に通知する。 

（再審議） 

第13条 学院長は、前条５項の勧告を受けた場合、会議を招集し、再審議を行う。 

（教育指導） 

第14条 学院長は、停学期間中の学生に対して、学生担当教員等による定期的な面談及び指導を行わ

せ、その更生に努めるものとする。 

２ 学生担当教員等は、停学期間中の学生の反省の程度、生活態度及び学習意欲等について定期的に

（旭川高看

参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（札医大参

照） 
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（旧）北海道立江差高等看

護学院 懲戒に関する規程 

(旧)北海道立江差高等看護学

院 厳重注意等に関する規程 
（新）北海道立江差高等看護学院 懲戒に関する規程 備考 

学院長に報告する。 

 （厳重注意等） 

第２条  厳重注意等は、学生の非違行為に対して、当

該非違行為が懲戒処分（北海 道立江差高等看護学院 

懲戒に関する規程第２条に規定する懲戒処分をいう。） 

を行うまでに至らないが、当該学生にその責任を自覚

させ、教育的指導の観点か ら行うものとする。 

２  学生の非違行為が、懲戒処分を行うまでに至らな

いが、比較的重いと認められる  場合には、厳重注意

を行うものとする。 

３  学生の非違行為が、前項に規定する厳重注意まで

に至らないものと認められる 場合には、その軽重の

程度を審査し、厳重注意又は注意を行うものとする。 

（厳重注意等を行う者） 

第３条  厳重注意等は学院長又は副学院長が行う。 

（厳重注意等の措置） 

第４条  厳重注意等は、懲戒に至らないものであって、

学生に文書によって非違行 

  為を厳重に注意する文書厳重注意又は口頭によって

非違行為を注意する口頭厳  重注意により行う。また、

厳重注意等を行う場合には、その事由を明記した文書

（別 紙様式１）を交付して行い、注意は口頭により行

うものとする。 

第５条 この規程に定めるもののほか、この規程の実

施について必要な事項は、懲戒処分会議で定める。 

（厳重注意等） 

第15条 学生の非違行為が懲戒処分を行うまでに至らないが、比較的重いと認められる場合に、行為

の問題性を自覚させ反省を促すため、厳重注意又は注意を行う。 

２ 厳重注意等は学院長又は副学院長が、文書（別記第●号様式）又は口頭により行う。 

 

 

（旭川高看

参照） 

附 則 この規程は、平成10

年４月１日から施行する。 

附 則 この規程は、平成15

年４月１日から施行する。 

附 則 この規程は、平成22

年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成２８年４月

１日から適用する。 

附 則 

１ この規程は、令和４年４月１日から施行する。 

２ 「北海道立江差高等看護学院懲戒に関する規程」（平成 10 年４月１日施行）及び「北海道立江差

高等看護学院厳重注意等に関する規程（平成28年4月1日）は廃止する。 
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○ 履修規定 

（旧）履修要領 （新）履修要領 備考 

１ 履修方法について 

（１）各学年において科目を履修するには、次に示す先行科目の単位修得等の条件があります。 

「北海道立江差高等看護学院 単位の認定、卒業等の取扱い

に関する規程」第 12 条の規定に基づき、必要な事項を定め

る。 

１ 履修条件について 

各学年において必要な科目履修の条件については、次の

とおりとする。 

単位規定との関

連を整理 

語尾統一 

《１年次》 

ア 先行科目がＣ以上の評価であることが条件で履修できる科目（同一学年での開講科目） 

分野 区分 先行科目 履修できる科目 

専門分野Ⅰ 臨地実習 基礎看護学実習Ⅰ 基礎看護学実習Ⅱ 

専門分野Ⅱ 老年看護学 
老年看護学概論、看護過程Ⅰ 

看護過程Ⅱ 
老年看護方法Ⅲ 

 

（調整中） 新カリキュラム

を反映 

《２年次》 

ア 先行科目がＣ以上の評価であることが条件で履修できる科目（同一学年での開講科目） 

分野 区分 先行科目 履修できる科目 

専門分野Ⅰ 基礎看護学 看護学概論Ⅱ 看護研究 

統合分野 在宅看護論 在宅看護概論 在宅看護方法Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ 

 

イ 先行科目の単位修得が条件で履修できる科目（開講学年が異なる科目） 

分野 区分 先行科目 履修できる科目 

専門分

野Ⅰ 
基礎看護学 

フィジカルアセスメントⅠ フィジカルアセスメントⅡ 

看護学概論Ⅰ 看護学概論Ⅱ 

１年次開講 

専門分野Ⅰ、専門分野Ⅱ 
看護研究 

専門分

野Ⅱ 

各看護学 
看護過程Ⅱ 

成人看護方法Ⅴ 

小児看護方法Ⅲ 

母性看護方法Ⅱ 

精神看護方法Ⅲ 

基礎看護学実習Ⅱ 専門分野Ⅱの臨地実習 

成人看護学 成人看護学概論 
成人看護方法Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ・Ⅴ 

成人看護学実習Ⅰ・Ⅱ 

老年看護学 老年看護学概論 老年看護方法Ⅰ・Ⅱ 

  

資料１－３ 
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（旧）履修要領 （新）履修要領 備考 

老年看護学実習Ⅰ 

小児看護学 小児看護学概論 小児看護方法Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ 

母性看護学 母性看護学概論 母性看護方法Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ 

精神看護学 精神看護学概論 精神看護方法Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ 

統合分

野 
在宅看護論 

１年次開講 

専門分野Ⅰ、専門分野Ⅱ 

在宅看護概論 

在宅看護方法Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ 
 

《３年次》 

  ア ３年次開講科目は、２年次までの単位をすべて修得していないと履修できません。 

  イ 先行科目がＣ以上の評価であることが条件で履修できる科目（同一学年での開講科目） 

分野 区分 先行科目 履修できる科目 

統合分野 
看護の統合と実

践 

右記科目以外のすべての科目 
統合技術 

 

  

（２）再実習を受けようとするものは次の条件を充たしていることが必要です。 

  ア 不合格になった課題が明確になっている。 

 削除 

２ 再履修について 

単位が認定されていない科目を再履修するには、「単位の認定、卒業等の取り扱いに関する規定」

第９条第５項に基づき、再履修願（別記第５号様式）を履修しようとする年度の前年度中に提出す

る必要があります。 

３ 追試験について 

（１）追試験願（別記第4号様式）には「単位の認定、卒業等の取扱いに関する規程」第８条に基

づき、次の証明書の添付が必要となります。 

ア 疾病のためやむを得ず欠席した者：病院を受診したという証明ができるもの（日付が入っ

た診断書、領収書、処方箋など） 

イ 災害等不測の事態によりやむを得ず欠席した場合：最大限努力しても、テストに間に合わ

ないということを証明できるもの。（事故であれば、事故証明、公共交通機関の遅延証明など） 

ウ 学院長が正当な理由と認めた者：指示された証明書 

 

【第三者委員会意見：再試験の提出期限が「返却後3日以内の17時まで」から「返却翌日の17:15

まで」と合理的な理由もなく学生に不利益に変更されている、周知も不十分】 

２ 各種願の提出等について 

（１） 再試験願･再実習願 

成績が伝えられた日から３日以内の17時15分までに提出

（土日祝日は含まない） 

（２） 追試験願 

次の証明書を添付し、その都度、提出 

ア 疾病のためやむを得ず欠席した者：病院を受診したと

いう証明ができるもの（日付が入った診断書、領収書、処

方箋など） 

イ 災害等不測の事態によりやむを得ず欠席した場合：最

大限努力しても、テストに間に合わないということを証明

できるもの（事故であれば、事故証明、公共交通機関の遅

延証明など） 

ウ 学院長が正当な理由と認めた者：指示された証明書 

（３） 補習願 

その都度、提出 

（４） 再履修願 

履修しようとする年度の前年度中に提出 

（６）様式は、学生便覧「学院生活（諸手続一覧）」のとおり 

各種願の提出期

限を明記する。 

現在は、学生便覧

の「学院生活・諸

手続一覧」にのみ

記載。 

再試験の提出期

限を「返却後3日

以内」に変更。 
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（旧）履修要領 （新）履修要領 備考 

 ３ 既単位習得科目の聴講について 

（１）既に単位を修得した科目のさらなる理解、技術の習得

等のため、希望する学生は聴講することができる。 

（２）聴講を希望する場合は、３月中旬頃までに希望する科

目等を学年担任に申し出ること。担任は、面談により聴講希

望理由、習得すべき単位の履修計画を確認し、留意事項等を

説明する。 

（３）原則として全科目の聴講が可能だが、実習・試験は受

けることができない。 

（４）外部講師により聴講を許可されない等、聴講が認めら

れない場合がある。 

（５）聴講にあたっては留意事項等を遵守すること。 

既単位修得科目

の聴講に係る規

定を追加 

附則 

１ この要領は平成10年４月１日から施行する。 

２ この要領は平成19年４月１日から施行する。 

３ この要領は平成21年４月１日から施行する。 

４ この要領は平成25年４月１日から施行する。 

５ この要領は平成28年４月１日から施行する。 

６ この要領は平成31年４月１日から施行する。 

７ この要領は令和２年４月１日から施行する。 

８ この要領は令和３年４月１日から施行する。 

附則 

１ この要領は平成10年４月１日から施行する。 

２ この要領は平成19年４月１日から施行する。 

３ この要領は平成21年４月１日から施行する。 

４ この要領は平成25年４月１日から施行する。 

５ この要領は平成28年４月１日から施行する。 

６ この要領は平成31年４月１日から施行する。 

７ この要領は令和２年４月１日から施行する。 

８ この要領は令和３年４月１日から施行する。 

９ この要領は令和４年４月１日から施行する。 

 

 



資料２－１

（R4.1.6現在）

職名 氏名 職名 氏名

江差高等看護学院 学院長 石谷　絵里 副学院長 大島　慎也

総務課 課長補佐 粟田　吏恵 人事係長 下道　康平

医務薬務課 課長補佐 酒井　仁 課長補佐 菊地みさき

教育機関等におけるパワー・ハラスメントに関する相談員名簿

所属

保健福祉部

本庁所管課



道立江差高等看護学院内「目安箱」の運用について（内部取扱） 

R4.1.28 

 

令和３年度から設置した「目安箱」の運用について、次のとおり取り扱う。 

 

１ 目的 

学生の日頃の要望や不満、苦情等の意見を積極的に聞き、学院として学院運営に反映す

べき内容かそうでないかを判断し、判断した結果を学生に明確に伝える双方向システム

を作り、適切な学院運営をはかる。 

 

２ 運用方法 

（１） 目安箱・回答掲示版は、正面玄関横のパンフレットコーナーに設置する。 

（２） 学生は、学院の中で気になったこと、誰に相談すれば良いかわからないこと、もっ

とこうなればいいと思うことなどがあれば、記載して投函する。嬉しかったこと、良

かったことなど前向きな意見も受け付ける。 

（３） 目安箱の中身は定期的に学院長が確認する（概ね１週間に１回）。 

（４） 学院長は、学生意見について学院内で必要な検討を行い、学生に回答する。 

（５） 回答方法は学生の希望により、「掲示」または「個別回答」とする。 

（６） 意見や回答は定期的に学院運営アドバイザーに報告し、必要により助言を求める。 

（７） 学外にいる学生からは郵送で受け付けることとし、封筒に「目安箱行き」と記載を

依頼する（収受したら開封せず目安箱に入れる）。 

 

３ 意見等記載用紙 

  別紙のとおり（目安箱横に配置する） 
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目 安 箱 

○ 学院の中で気になったこと、誰に相談すれば良いかわからないこと、もっとこうなればいいと思う

ことなどがあれば、記載して投函してください。嬉しかったこと、良かったことなどでも結構です。 

○ ポストの中身は定期的に学院長が確認し、学院内で必要な検討を行い、今後の運営改善に活かして

いきます。 

○ 郵送でも受け付けます。封筒の宛名に「目安箱行き」と記載し、学院宛てに郵送してください。 

○ どのように対応したかは、希望により回答を掲示します。 

○ 個別に回答が欲しい場合は、学年・氏名を記載してください。 

 

記 載 日 （     ）年（  ）月（  ）日（   曜日） 

学生氏名 

希望する方に✔をつけ、実名の場合は学年・氏名を記載 

□ 実名 （    ）年（          ） 

□ 匿名 

意見・要望等 

 

 

 

 

 

 

 

 

改善方法 

（あれば） 

 

回答方法に 

ついて 

希望する回答方法に✔をつけてください。 

□ 掲示板を確認するので個別の回答は不要 

→ 実名の場合、このまま掲示されることをご了承ください 

□ 掲示板に貼らず、個別に回答して欲しい 

→ 匿名の場合は回答できないので学年・氏名を記載してください 

回答 

 

 



教員研修の実施状況

№
実施

年月日
区分 テーマ

出席

者数
概要

1 R3.12.27
道立高看

合同

パワーハラスメントについて
13

旭川地方法務局職員による講義

2 R4.2.15 学内

ハラスメント認定事案につい

て

7

学院長からﾊﾗｽﾒﾝﾄや不適切な指導と認定された事例を説明し、考えられる再発防

止策について意見交換。学生からの意見や要望にしっかり耳を傾けること、必要

な単位を取得し国家試験受験資格を得るという目標に向かい、学習環境を整える

ことが必要であること、学院は社会で働くために必要なルールを身につけるため

の訓練を行う場であることを共有した。

3 R4.2.18 学内

学生の特性を踏まえた関わり

方について

7

ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽｽｰﾊﾟｰﾊﾞｲｻﾞｰから、学生の特性を踏まえた関わり方、指導方法についてﾐﾆ

ﾚｸﾁｬｰ。傷つきやすかったり自己肯定感が低い学生の中には、家庭環境やいじ

め、発達障害などが背景にある場合もある。学生の言動だけでなく背景も含めて

理解すること、一緒に考え寄り添う姿勢、ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞの活用など具体的な対応策を

学んだ。

4 R4.3.14
道立高看

合同

看護学校におけるハラスメン

トについて

弁護士による講義
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道立江差高等看護学院運営適正化会議開催要領 

 

 

第１ 目的 

「道立江差高等看護学院を巡る諸問題への対応に関する第三者調査委員会調査書」を踏まえ、ハ

ラスメントの再発防止に向けた学院内での取り組みを推進するため、道立江差高等看護学院運営適

正化会議を開催する。 

 

 

第２ 構成 

  本会議は、次の者をもって構成する。 

（１） 道立江差高等看護学院（学院長、副学院長） 

（２） 学院運営アドバイザー（弁護士、教育関係者、看護師養成機関教育関係者） 

（３） 保健福祉部地域医療推進局医務薬務課（看護政策担当課長又は課長補佐（主幹）） 

（４） その他、学院長が必要と認める者 

 

 

第３ 議題 

   本会議の議題は、次のとおりとする。 

（１） 教員の再教育、人材育成に関すること（再発防止策４、５、６、11） 

（２） ハラスメント等の相談・通報窓口等の整備に関すること（再発防止策 10） 

（３） 学生・保護者との情報共有等、ガイダンス機能の充実に関すること（再発防止策９） 

（４） 地域関係者等との学院運営状況の共有に関すること（再発防止策７） 

（５） 学生同士が学び合う（ピアサポート）体制に関すること（再発防止８） 

（６） その他必要な事項 

 

 

第４ 会議の開催 

   本会議は、必要の都度、学院長が招集し開催するものとする。 

 

 

第５ 設置期間 

   本会議の設置期間は、施行の日から令和５年（2023 年）３月 31日までとする。 

 

 

第６ その他  

第１から第５までに掲げるほか、本会議の開催に関し必要な事項については、学院長が定めるも

のとする。 

 

 

   附 則 

  この要綱は、令和４年（2022 年）３月３日から施行する。 

 

参考資料 


